
(表）

第 ４ 号

１

□

２

□ □ 令和 年 円

□ □
人 □ □ 月 円 円 円 円 円

□ □ 令和 年 円

□ □
人 □ □ 月 円 円 円 円 円

□ □ 令和 年 円

□ □
人 □ □ 月 円 円 円 円 円

□ □ 令和 年 円

□ □
人 □ □ 月 円 円 円 円 円

□ □ 令和 年 円

□ □
人 □ □ 月 円 円 円 円 円

※

⑴

⑵

⑶  「障害者控除等の適用」欄は、該当する控除を受けている場合には、チェック☑して下さい。

⑷

⑸

⑹

⑺

＜ ＞

「非課税相当収入限度額」には､⑴欄の人数に応じて､次の表から該当する非課税相当収入限度額を記入して下さい。

 「令和４年度住民税課税状況」欄には、該当する項目にチェック☑して下さい。

 「任意の１か月で申し立てる場合、その年月」欄には、住民税非課税相当の収入であった、令和４年１月以降令和４年９月までの
間の任意の１か月の年月を記入して下さい。

任意の１か月で
申 し 立 て る
場合、その年月

令和４年度
住民税課税

状況
氏　名

障害者控除等の
適用

左欄の者が
扶養する者

の数

非課税相当
収入限度額

年間収入
見込額

⑶⑴ ⑵

フリガナ

課税

⑺

寡婦（夫）控除

早 見 表

扶養している親族の状況

配偶者・扶養親族（１名）を
扶養している場合

配偶者・扶養親族（計２名）を扶養し
ている場合

非課税相当収入限度額

障害者、未成年者、寡婦（夫）、ひと
り親の場合 ※　これを超える場合は、上記の被扶養者の人数に応じた区分を適用

～所得により申請する場合は、引き続き、裏面を記入して下さい～

配偶者・扶養親族（計３名）を扶養し
ている場合

配偶者・扶養親族（計４名）を扶養し
ている場合

２０９．７万円

２４９．７万円

２,０４３,９９９円

次の項目にチェック☑を付して下さい。

私の世帯は、新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が減少しました。

申請書（様式第３号）の「２ 申請者が属する世帯の状況」に記入したすべての方に

銚子市住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金申請書（様式第３号）と一緒にご提出下さい。

課税

非課税

未申告

障害者控除

寡婦（夫）控除

ひとり親控除

収入合計額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝【Ｄ】

⑷ 【Ａ】 【Ｂ】

簡易な収入（所得）見込額の申立書
【家計急変者】

１

Ｄ×１２か月

任意の１か月の収入⑸

給与収入 年金収入
事業収入及び

不動産収入

【Ｃ】 ⑹

３

課税

非課税 寡婦（夫）控除

未申告 ひとり親控除

障害者控除 収入合計額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝【Ｄ】

２

４

課税

非課税 寡婦（夫）控除

未申告 ひとり親控除

障害者控除 収入合計額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝【Ｄ】

非課税

未申告 ひとり親控除

障害者控除 収入合計額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝【Ｄ】

ひとり親控除

障害者控除 収入合計額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝【Ｄ】

５

課税

様 式

 ついて記入してください。

 「左欄の者が扶養する者の数」欄には、同居・別居にかかわらず、左欄の方が扶養している親族の数を記入して下さい（扶養控除
等申告書で届け出ている人数）。

単身又は扶養親族がいない場合 ９３．０万円

１３７．８万円

１６８．０万円

給 与 収 入

年 金 収 入

※ 給与収入がある場合にご記入下さい。
※ 給与明細書などの収入額がわかる書類をご提出下さい。

※ 事業収入及び不動産収入がある場合にご記入下さい。
※ 帳簿などの収入額がわかる書類をご提出下さい。

※ 公的年金収入（非課税除く。）がある場合にご記入下さい。
※ 年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書などの支給額がわかる書類をご提出下さい。

事 業 収 入 及 び
不 動 産 収 入

「年間収入見込額」欄には、Ｄ欄（収入合計額）を１２倍した金額を記入して下さい。

 「任意の１か月の収入」欄には、住民税非課税相当の収入であった、令和４年１月以降令和４年９月までの間の任意の１か月の収入を記入して下さい。

記入上の注意

非課税 寡婦（夫）控除

未申告



(裏）

3

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

※

⑹

⑻

ア

イ

ウ

エ

⑼

ア

イ

⑽

：
：
：
：

：
：
：
：

⑾

⑿

＜ ＞

事業収入及び不動産収入を記入した方は、当該収入のために要した経費の１２か月相当額を記入して下さい。

帳簿等の上記の経費がわかる書類を提出して下さい。

「公的年金等控除額」の欄には、次の算定式により控除額を計算の上、記入して下さい。

【所得見込】 【非課税相当額】

非課税所得

限度額

⑿

１３８．８万円
扶養している場合

年間所得

見込額

⑾

 して下さい。

６０万円以下　→　公的年金等収入分の全額

６０万円超１３０万円未満　→　６０万円

１３０万円以上４１０万円未満　→　公的年金等収入分×０．２５＋２７万５千円

「事業収入及び不動産収入の経費」

５

※　これを超える場合は、上記の被扶養者の人数に応じた区分を適用

給与所得

控除額

⑻

配偶者・扶養親族（計４名）を
１６６．８万円

扶養している場合

障害者、未成年者、寡婦（夫）、
１３５．０万円

ひとり親の場合

配偶者・扶養親族（計２名）を
１１０．８万円

扶養している場合

配偶者・扶養親族（計３名）を

扶養している親族の状況 非課税相当所得限度額

単身又は扶養親族がいない場合 ３８．０万円

配偶者・扶養親族（１名）を
８２．８万円

扶養している場合

早 見 表

４１０万円以上７７０万円未満　→　公的年金等収入分×０．１５＋６８万５千円

「年間所得見込額」の欄には、次の算定式により計算の上、記入して下さい。

⑾年間所得見込額　＝　⑹年間収入見込額　－（⑻給与所得控除額＋⑼事業収入等の経費＋⑽公的年金等控除）

「非課税所得限度額」欄には、表面⑴欄の人数に応じて、次の早見表から該当する非課税相当所得限度額を記入

（６５歳未満の方）　公的年金等収入分　→　控除額

４１０万円以上７７０万円未満　→　公的年金等収入分×０．１５＋６８万５千円

（６５歳以上の方）　公的年金等収入分　→　控除額

１１０万円以下　→　公的年金等収入分の全額

１１０万円超３３０万円未満　→　１１０万円

３３０万円以上４１０万円未満　→　公的年金等収入分×０．２５＋２７万５千円

「給与所得控除額」欄には、次の算定式により控除額を計算の上、記入して下さい。

表面【Ａ】の額のうち給与収入分が１６２．５万円以下　→　５５万円

表面【Ａ】の額のうち給与収入分が１６２．５万円超１８０万円以下　→　給与収入分×４０％－１０万円

表面【Ａ】の額のうち給与収入分が１８０万円超３６０万円以下　→　給与収入分×３０％＋８万円

表面【Ａ】の額のうち給与収入分が３６０万円超６６０万円以下　→　給与収入分×２０％＋４４万円

記入上の注意

「年間収入見込額」欄には、表面の年間収入見込額（⑹欄）の額を転記して下さい。

４

３

【収入】

２

氏　名

年間所得により申し立てる場合、銚子市住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金

フリガナ 【控除】

公的年金等

控除額

⑽⑹

１

年間収入

見込額

事業収入及び

不動産収入の経費

⑼

記入して下さい。

申請書（様式第３号）の「２　申請者が属する世帯の状況」に記入したすべての方について


